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はじめに

読者の皆様へ、

本ガイドブックは、これからポーランドに駐在される日本人の皆様向
けに、ポーランドの生活・ビジネス環境についての理解を深めていた
だくために編纂されたものです。本書では、入管関連の手続き、ポー
ランドの運転免許や就労許可の取得方法など、皆様が当地で生活を
始められるにあたり、すぐに役立つ実用的な情報を盛り込みました。

また、本書では、絶え間ない経済改革の結果、成長著しいエマージ
ング諸国の筆頭として大きく注目を集めるに至ったポーランドに関す
る基本情報にも多くのページを割きました。ポーランドは、EU, NATO, 
OECDなどの国際機関に加盟しており、欧州経済に対する先行き不
透明感が高まりを見せる昨今においても、2010年には＋2.7%の経済
成長率が見込まれ、インフレ率も低位で推移していく見通しです。

本書は、ドマニスキ・ザクシェフスキ・パリンカ（DZP）法律事務所の編
纂、ポーランド情報・外国投資庁（PAIiIZ）による協力を得て第三版を
上梓するに至りました。本書を通じまして、皆様が一日も早く当地の
生活・習慣に慣れていただければ、私どもにとりましてこれに勝る幸
いはありません。

敬具

ドマニスキ・ザクシェフスキ・パリンカ法律事務所
マネジング・パートナー
クシシトフ・ザクシェフスキ

ポーランド情報・外国投資庁
長官
スワヴォミル・マイマン
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ポーランド一般情報

ポーランドは議会制民主主義を採る共和国であり、1997年4月に制定
された憲法に基づいて統治されています。ポーランド共和国の政治シ
ステムは、立法、行政、司法の三権分立の上に成り立っています。

ポーランドは中東欧のなかで北方、バルト海のほとりに位置する国
で、西ではドイツ、南ではチェコとスロヴァキア、東ではウクライナ、ベ
ラルーシ、リトアニア、北東ではロシアの飛地であるカリーニングラー
ド州と国境を接しています。

ポーランドの首都はワルシャワで、人口170万人の同国最大の都市
となっています。そのほかにクラクフ、ヴロツワフ、ポズナン、グダンス
ク、ウッジなどが主要都市です。現時点で、16の県、379の管区（管区
級都市も含む）、2,478の郡町村に区分けされています1。

ポーランドでは、31万2,685平方キロの国土に3,811万人が住み、う
ち、64%が労働可能年齢に属しています。全人口の31%が25歳以下で
あり、19歳から24歳までの人口のうち56%が学生です。ポーランド社会
が全体として高学歴社会であり、労賃に比して比較的に高い能力を
備えた若い労働力を確保できることが、ポーランドに進出した外資が
現地で盛んに雇用を行っている大きな理由のひとつとなっています。

1 ポーランドの現行行政区分は、県（województwo）、管区（powiat）、郡町村
（gmina）に分かれています。県は基本的な地域ごとのまとまりと捉えられて
おり、県の下位には管区が、管区の下位には郡町村が行政単位として置か
れています。	
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ポーランドの投資環境

	 経済面では、ポーランドは欧州で最も経済成長率が高い国となってい
ます。安定したマクロ経済、高い経済成長性、同国がWTO, EU, NATO, 
OECDといった国際機関の加盟国であることによる安全保障の確保か
ら、世界中の投資家がポーランドへ大きな関心を寄せています。ポー
ランドの良好な投資環境については、さまざまなランキングにおいて
同国が非常に高い評価を得ていることからも立証出来ます。

	 2009年には1.8%のGDP成長率を記録し、全体で－4.2%のGDP
成長率となったEU圏で雄一、プラス成長を達成した国となりま
した。2009年下半期のGDP成長率は2.8%となり、EU圏全体の
同－2.3%成長と比較して好対照をなしています。

	 ポーランド経済の好調を反映し、各種の投資環境ランキングにおい
ても同国は高い地位を占めるに至っています。一例を挙げれば、AT
カーニー社の2010年版FDI Confidence Indexにおいて、ポーランドは
前年の全世界第22位から第6位への急浮上を記録しています。同指
標は、国際的企業の管理職を対象に世界各国の投資魅力度につい
て調査した結果に基づいており、外国人投資家の間でのポーランド
経済への更なる関心の高まりを如実に物語っています。

	 好調な国内経済が外資を牽きつける形となっており、ポーランドに
流入するFDI（外国直接投資）は前年比減に転じたものの、2009年
に全世界で－40%のFDI流入減が見られたところ、同国へ流入する
FDIは－19%減に止まりました。

	 ポーランドへの投資を通じて、3,800万人の国内消費者市場のみな
らず5億人を抱えるEU域内市場の潜在的な顧客へのアクセスを確
保出来ます。ポーランドへの投資は更に、同国がロシア等の旧ソ
連諸国との間に築き上げてきたビジネス上の経験を活かすチャン
スともなります。

表1．1994～2009
年までのFDI 
（外国直接投資）
流入額（10億ユー
ロ）（出所: ポーラ
ンド外国情報・投
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	 ポーランドが外国投資家の間で注目を集める要因としては、国内
市場の大きさ、西欧に比して低い労働コスト、安定した政治情勢、
高学歴の管理職層の存在と地理的に有利な立地などが挙げられ
ます。投資に当たっては、更に、以下のような優遇措置を利用す
ることが出来ます。
—	 経済特区（SEZ: Special Economic Zone）での法人税減免措置
—	 固定資産税等の地方税の減免措置（詳細は各地方自治体によ

る）
—	 ポーランド政府による補助金ならびにEU構造基金の利用
—	 登録失業者の雇用に伴う各種の財政援助

	 上記の優遇措置以外にも以下のような優位点が指摘されています。
—	 労働の質の高さに対して労賃が安いことから来るコストパフォ

ーマンス
—	 ブラウンフィールド投資物件（既存の工場・建物付き物件）が豊

富にあり、グリーンフィールド投資（更地からの投資案件）に関
しても競争力のある価格で提供できること

—	 工業団地、テクノロジーパークが利用できること
—	 法人税率が19%でありビジネス活動の運用コストが低く抑えられ

ること
	 2009年には外国直接投資フロー額は82億5,100万ユーロであり、こ

れは中・東欧主要8カ国（ポーランド、ハンガリー、チェコ、スロバキ
ア、ルーマニア、ブルガリア、セルビア、クロアチア）に同年中に流入
した外国直接投資全体の37%に当たり、流入額の大きかったルーマ
ニア（45億2,800万ユーロ）と比較してもその大きさが際立っています
（ウィーン国際経済研究所資料）。産業部門別では、2008年には累
積投資額ベースで見て、製造業（31%）、金融業（19%）、不動産仲介
業・IT産業（17%）、商業・修繕業（16%）、運輸・通信業（6%）の順とな
り、製造業が最も多く、日系の自動車部品メーカー、家電メーカーな
どの工場・販社進出も盛んです（ポーランド中銀資料）。

	 2008年10月時点でポーランド進出日系企業数は232社を数え（うち、
製造業は73社）、これはチェコ（233社）と並んで中欧諸国中で最大の
進出数となっています（在ポーランド日本国大使館資料）。ポーランド
国内法に則り法人認定を受けた日本商工会も機能しており、2010年
4月時点で85社の会員企業数があり、日本人駐在員間での交流も
活発に行われています。

	 ポーランドは、日本企業に対して卓越した投資環境を提供できる国
です。同国への投資からビジネスの成長と大きな収益獲得を期待す
ることが出来ます。
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初めてのポーランド

1.1. 入国手続き

滞在目的に応じて外国人はポーランドに入国することができ、以下
のような入国要件を課せられます。
	 ポーランド出国日から換算して3ヶ月以上の有効期限が残っている

パスポートが必要です。
	 日本、香港、韓国、シンガポール、マレーシア、米国、カナダ等のパ

スポートをお持ちの方はノービザで入国出来ます。これら諸国の一
部（日本含む）とポーランドとの間には、二国間の相互査証免除取
極めがあります。

	 中国、ヴェトナム、タイ等の国籍をお持ちの方の場合、観光用ビザの
取得が必要です。

2007年12月21日にポーランドはシェンゲン条約に加盟しました。シェ
ンゲン領域に入ろうとする第三国人は、有効な旅券を所持するととも
に必要であればビザを取得していることが義務付けられています。
同時に、以下の条件を満たす必要があります2。
	 個人の旅行目的、滞在計画について証拠付けることが出来ること
	 滞在計画の全期間、居住国への帰途まで、または、本人が入国を

確証されている第三国へのトランジットの期間を支弁するのに十分
な資金を有しているか、あるいは、合法的に該当の資金を得ること
が出来ること

	 入国拒否者リストに含まれていないこと
	 国際関係、公共安全、公共秩序を乱しうる者として認定されていな

いこと
	 シェンゲン領域内で有効な短期ビザを得る際には、欧州委員会指令

（2004/17/EC）で規定されている傷害保険（3万ユーロ以上の保険額
があるもの）を有していることが求められています。

一度、国境検問をパスすれば、シェンゲンビザの所持人は、シェンゲ
ン領域内を自由に移動することが出来ます。

シェンゲンビザ
ポーランドを含むシェンゲン条約加盟国はシェンゲンビザを発給して
おり、シェンゲンビザの所持人はシェンゲン領域内への入境、滞在が
出来ます。同ビザには以下のタイプがあります。

2 ここで言う第三国とは、EU加盟国およびアイスランド、リヒテンシュタイン、ノ
ルウェー以外の全ての国を指します。
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	 空港トランジット（Aビザ）: 空路の旅行者にのみ有効であり、所持人
は空港内のトランジットゾーンを出ることが出来ません。

	 通常トランジット（Bビザ）: シェンゲン領域内を5日以内に限りトランジ
ット出来ます。

	 短期ビザ（Cビザ）: 最初にシェンゲン領内に入ってから6ヶ月以内で
あれば、シェンゲン領域内に90日間を限度として滞在出来ます。

シェンゲンビザ以外に、シェンゲン条約加盟国は自国内での就労の基と
なる自国発行の長期ビザ（Dビザ）および滞在許可を発給することが出
来ます。日本人の場合、長期ビザと就労許可に基づき、長期ビザの発
給国内で就労を行い、一方で、その他のシェンゲン加盟国には、従来ど
おり、ノービザで90日間を限度に入境（ただし就労は出来ません）するこ
とになります。ビザの発給条件はそれぞれの国により異なります。

ポーランドでの就労を目的とした長期ビザ
ポーランドの長期ビザ（Dビザ）の申請は、就労許可（zezwolenie na 
pracę）の取得後にポーランド大使（領事）館で行う必要があります。
ただし、就労許可を必要としない特定の場合には、雇用主が該当の
外国人に業務を行わせる意思があることの書式による宣誓書を提
出します。就労ビザは就労許可あるいは宣誓書に記載されている期
間に対応して発給されますが、最長で1年間であり、その後は現地
にて延長手続きを行います。なお、長期ビザ（Dビザ）の効力は発行
国内に限られ、就労目的で出されたポーランドの長期ビザは上記シ
ェンゲンビザとは異なり、ポーランド国内での就労および長期滞在の
みを合法化するものとなります。

期限付き居住許可
ビザ免除期間を超えて外国人が滞在をする場合あるいはビザ発給
期間を超えて外国人がポーランドに滞在する場合には、居住地ある
いは居住を希望する地域の県代表に対して居住許可の申請を行う
必要があります3。居住許可をもとに外国人に対して滞在カード（karta 
pobytu）が発給され、居住許可は最長で2年間まで出されます。居住
許可は外国人が自らのポーランドでの滞在を法的に根拠付けること
ができる場合のみ交付されます。法令では該当する場合を詳細に定

3 県代表（wojewoda）は、県における閣議（政府）の代表者として閣議により
任命される者を指します。この他に直接選挙で選出された県議会議員の多
数決によって選出される県知事（marszałek）が存在します。
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めており、例えば、就労許可の取得時、留学、ポーランド市民との婚
姻時などがこれに該当します。

ポーランド国内で適用されるEU長期滞在許可
ポーランド国内で最低過去5年間の間、連続して合法的な滞在を
行った外国人は、EU長期滞在許可（zezwolenie na popyt rezydenta 
długoterminowego WE）の申請をポーランドで行うことが出来ます。申
請者には、安定した収入源を持ち、有効な健康保険を所持している
事が求められます。長期滞在許可の取得を行った外国人に対して
は、ポーランド国内における無期限滞在許可に関する決定（decyzja 
zezwalająca na pobyt w Polsce na czas nieoznaczony）及び5年間に渡
って有効な滞在カードが公布されます（滞在カードは失効前に切り替
えが必要です）。EU長期滞在許可を取得した外国人は、ポーランド人
と同等の条件で就労を行うことが出来るようになり、就労許可取得の
義務も課せられません。

定住許可
外国人がポーランドに長期滞在する場合には、ポーランド市民と同様
な条件に則って就労する権利が与えられる定住許可（zezwolenie na 
osiedlenie się）の申請を行うことが出来ます（この場合、就労許可の取
得は必要なくなります）。定住許可は、ポーランド市民と3年以上に渡っ
て現に婚姻関係にあり且つ申請時において有効な期限付き滞在許可
に基づいて、2年以上、連続してポーランドに居住している場合などに
交付されます。定住許可には期限が無く、滞在カードが交付されます。

有効なビザを所持する第三国人のポーランド入国条件
以下のいずれかの文書を携行している場合、第三国人は、ポーラン
ドへの入国、滞在が出来ます。
	 シェンゲン加盟国発給のシェンゲン域内共通の短期ビザ
	 ポーランド政府発給の長期ビザ（Dビザ）
	 ポーランドでの滞在許可
	 シェンゲン条約加盟国によって発給された滞在許可（所持人は3ヶ月

間を超えない期間内でシェンゲン領域内を旅行することが出来ます）

なお、上述の通り、日本人等はパスポートベースで90日間までの滞
在（商用、観光）が出来ます。ただし、「商用」には客先との商談、展
示会や工場建設予定地の見学・視察等は含まれますが、就労そのも
のは含まれません。
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ポーランドからの外国人の国外退去
以下の場合、外国人はポーランドからの国外退去処分を受けます。
	 ポーランドで不法に滞在した場合
	 ビザ申請時に情報を隠匿したり虚偽の申告をした場合
	 ポーランドでの滞在を支弁するのに十分な資金を有していない場合

1.2. 住民登録(zameldowanie)の義務

ポーランドにビザ無し渡航する外国人は入国から48時間以内に住民
登録を行う義務があります（ただし、ホテルその他の宿泊施設に逗留
する場合には、宿泊施設側が住民登録を代行します）。住民登録は
有効なパスポートにある入国スタンプをベースに行われ、3ヶ月間に
渡って有効です。

有効なビザを取得してポーランドに入国する外国人は、ビザの有効
期間をカバーする住民登録を行う必要があります。住民登録はパス
ポートあるいはビザを基に行われ、外国人が居住する住居の大家
が居住地区の郡庁または区役所で行います4。この際、住民登録証
（meldunek）が出されますので、大切に保管ください。

1.3. ポーランドの通貨と両替

ポーランドの通貨は、ズウォティ（złoty polskie）で、PLNまたはzł.と表
示されます（語源は「黄金」を意味するポーランド語の単語です）。ズ
ウォティの補助単位としてグロシ（grosz）があり、1ズウォティ＝100グ
ロシです。ズウォティの為替レートは、以下の通りです（2010年4月30
日現在、ポーランド中銀発表中心レート）。
	 1ユーロ当たり3.90PLN
	 1ドル当たり2.93PLN
	 1PLN当たり約32円（100JPY当たり3.10PLN）

為替レート情報はポーランド中央銀行のウェブページ（www.nbp.pl）お
よび日刊紙で確認出来ます。外貨両替は銀行や両替所で簡単に出
来ます。両替所はホテル、空港、駅など多くの場所にあり、カントール

4 郡庁あるいは区役所は最小行政単位であり、urząd gminyと呼ばれます。
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（kantor）と呼ばれています。カントールは週日は午前9時～午後7時
まで、土曜日は午後2時まで開いているのが通常です。一般的に、換
算レートは銀行よりもカントールのほうが良くなっています。ただし、
空港のカントールはレートが良くない場合が多くなっています。

クレジットカードはほとんどのホテル、レストラン、大型小売店、旅行
代理店で通用します。店舗のドアや窓にステッカーが貼ってあり、ど
のカードが使えるか分かるようになっています。最も普及しているの
はビザカードで全ての銀行で使用出来ます。

ポーランドには約１万台のATM（バンコマト＝bankomatと呼ばれます）
があり、ビザ、ビザエレクトロン、ユーロカード、マスターカード、マエスト
ロ、シーラス、アメックス、ダイナース、ポルカード等を受け付けます。

ポーランドはまだ物価が安い国で、店頭の商品価格、レストランの食
事代などは為替相場にもよりますが、概ね日本の半分ほどの水準で
す。ただし、ホテル代に関しては、日本と比較してそれほど割安感は
無いかもしれません。なお、平均的な生活を送るのなら、1日あたりホ
テル代を除いて25～30ユーロあれば十分です。

1.4. 時間帯と気候

ポーランドでは中欧時間（グリニッジ標準時＋1時間）が使われてい
ます。中欧時間は欧州の大半の国で採用されています。3～10月ま
での間は夏時間となり、グリニッジ標準時＋2時間となり、日本との時
差は冬季8時間、夏季7時間です。

ポーランドの気候は海洋性と大陸性の両方の性格を併せ持っていま
す。春は3月に始まり1℃から最高で15℃まで変動し、5～6月まで続きま
す。7月は最も暑い月となり、夏の気温は21℃～32℃にまで達します。
初旬までは暑い9月も後半に入るとポーランドの秋に移行します。その
後は、徐々に湿気が出て霞みがちの天気となり12月に入ると冬を迎え
ます。冬は寒く、比較的に暖かい北西部でも平均気温は3℃、東北部で
は－8℃まで落ち込みます。冬季の気候は年によって変化しますが、時
に、－20～30℃にまで冷え込むこともあるので、厳寒期には帽子を着
用するなど万全の防寒対策が必要です。その代わり、住居内は集中暖
房が完備されており、家屋内では、一日中半袖でいることも可能です。



14

曇天日は年間で全体の60～70%に達し、比較的に多くなっています。
最も曇りがちな地域は北部の湖沼地帯また南東部のズデーティ山脈
地帯となっています。曇りが少ないのはヴィエルコポルスカ地方、ド
ルノシロンスク地方です。全天の80%以上が雲で覆われる曇天日は
年間で120～160日、反対に雲が全天の20%以下となる晴天日は年間
で30～50日です。

最も降水量が多いのは夏で、冬に比べて2～3倍も多くなります。ポー
ランドは偏西風の強い影響を受けることから、山や丘陵の西側斜面
で降水量が多くなります。最も降水量が少ないのはヴィエルコポルス
カ地方東部とポメラニアの湖沼地帯の向こう側に位置するクヤーヴィ
地方です。

1.5. 主要な祝日

最も重要な国民の祝日と宗教上の祝日は以下の通りです。

祝日の名称 日取り

新年 1月1日

勤労感謝の日 5月1日

憲法記念日 5月3日

マリアの被昇天日 8月15日

万聖節（ハロウィーン） 11月1日

独立記念日 11月11日

クリスマス 12月25～26日

祭日名 2010年 2011年

イースター 4月4～5日 4月24～25日

聖体祭 6月3日 6月23日

祝日を除くビジネスアワーは、役所の場合、月～金曜までの午前8時
～午後4時まで、銀行の営業時間は、月～金曜までは午前8時～午
後6時まで、土曜日は午前9時～午後1時までとなっています。

表1. ポーランドの
固定祝日

表2. ポーランドの
移動祭日
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ポーランドの住環境

2.1. 電話・通信サービス

固定電話
ポーランドではポーランドテレコム（TPSA）が主要な固定電話のオペ
レータとなっています。他に、Tele2, Netia, Sferia, GTS Energisが市
場に参入しています。また、ドルノシロンスク県など西南部で強いオ
ペレータとしてDialogがあります。

携帯電話
ポーランドでは4社の携帯電話オペレータおよびインターネット上で
サービスを提供する無数のオペレータがあります。いずれの会社で
も月決め制の長期契約プランも、それぞれの携帯カードに対応した
プリペード制のプランも用意しています。オペレータは以下の通りで
す。

オペレータ 主要株主 採用技術

Orange - PKT 
Centertel

ポーランドテレコム（フラ
ンステレコムが株式の
49.79%を保有）

GSM, GPRS, EDGE, 
UMTS, CDMA, NMT450

Plus - Polkomtel S.A. ヴォーダフォン、KGHM、 
PKNオルレン、PGE等

GSM, GPRS, EDGE, 
UMTS

Era - Polska Telefonia 
Cyfrowa

独T-Mobile系列の資本
が90%以上占める

GSM, GPRS, EDGE, 
UMTS

Play -P4 Novator, Tollerton GSM, GPRS, EDGE, 
UMTS

携帯電話の接続料金はオペレータによってまた契約内容によって
異なります。個人顧客向け、法人顧客向けサービスの詳細について
は、代理店の店頭やホームページ上で知ることが出来ます。

インターネット
インターネットへの接続サービスは、TPSA, Sferia, Aster City, Netia, 
UPCなどの全国規模の通信各社や各地域のプロバイダーを通じて
行えます。ワイヤレス接続は、携帯電話オペレータ各社が取り扱って
います。
 
ほとんど全てのホテルにはインターネットへの接続環境があります
が、各部屋からの接続は出来ないホテルもあります。三ッ星以上の

表3. ポーランドの
携帯電話プロバイ
ダー一覧
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クラスのホテルでは大概、宿泊客に対して各部屋からの接続が行え
るようにしています。

2.2. 交通手段

電車
ポーランドの鉄道網はよく発達しており、鉄道を利用してほとんど
全ての場所に到達することが出来ます。鉄道サービスは比較的に
安価ですが、時折、満車のため席が取れないことがあるので、早め
の予約をお勧めいたします。電車のタイプには特急（ekspres）と急
行（pośpieszny）があり、特急は早い分、料金も高くなります。特急、
急行とも一等車両（pierwsza klasa）と二等車両（druga klasa）に分
かれています。多くの駅には、キオスク（kiosk）、軽食堂（bufet）、ト
イレ（toaleta）、手荷物預かり所（przechowalnie bagażu）、遺失物保
管所（biuro rzeczy znalezionych）が備え付けられています。時刻表
（rozkład jazdy）はメインホールにあることが多く、黄色で表示された
出発（odjazdy）と白色で表示された到着（przyjazd）に分けて表示され
ています。プラットフォームはペロン（peron）です。ワルシャワ～カトヴ
ィツェ間、ワルシャワ～クラクフ間、ワルシャワ～ポズナン間など大都
市間は特急利用の場合、時速100キロ前後で結ばれています。ワル
シャワと主要都市間は、一等車料金でも片道150PLN前後で納まりま
す。電車のタイプは以下の通りです。
	 Ekspres/IC、InterCity/EC、EuroCity: これらは特急です。普通乗

車券に加えて指定席券（ICは25PLN、ECは10PLN）を購入します。
休日券はICが99PLN、ECが149PLNとなります。IC、ECでは菓子と
飲み物のサービスが付きます。

	 TLK: 小さな駅にも停まる電車で特急よりも遅い代わりに安くなっ
ています。本数は多くありません。乗車券の他にTLK券）を購入し
ます。

	 Pośpieszny: 長距離の急行電車で、大都市のみ停車します。休日
券は60PLNまたは80PLNで購入出来ます。

	 Osobowy: 鈍行電車です。この他に、Podmiejski（郊外電車）もあり
ます。

国内路線であればどの駅でも購入出来ます。切符売り場には長
い列があることが多いので、事前購入が便利です。IC列車はwww.
intercity.plあるいはwww.pkp.plでオンライン予約することも出来ます。
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IC/EC列車を利用する際には、通常、乗車券と指定席券の2枚が発
行されます。指定席券には出発駅（od）、到着駅（do）、出発・到着日
時、車両番号（wagon）、座席番号（m. do siedzenia）、一等・二等の
別（KL）、片道（na przyjazd tam）、往復 （na przyjazd z powrotem）
人数（liczba osób）が記載されています。一部の列車には寝台車
（wagon z miejscami do leżenia）もあります。電車に乗り遅れた際に
は、切符売り場にて切符代の一部払い戻しを受けることが出来ま
す。

タクシー
流しのタクシーは少ないので、タクシー会社に事前に電話予約する
のが最も確実です。電話予約代が取られることはありません。タクシ
ー会社の電話番号は、インターネット、タクシー車両、新聞などで簡
単に見つけることが出来ます。最近では白タクは少なくなりましたが、
空港、駅等では、タクシー乗り場（postój taxiまたは TAXIの表示あり）
からタクシーに乗車するよう気を付けると良いでしょう。タクシーのメ
ーターには曜日と時間帯に応じて、以下の4種類の料金帯（taryfa）が
あります。
	 Taryfa 1: 日中の市内料金
	 Taryfa 2: 夜間および日曜・祝日の市内料金
	 Taryfa 3: 日中の市外料金
	 Taryfa 4: 夜間および日曜・祝日の市外料金

タクシードライバーは求められれば、レシート（パラゴン＝paragonと呼
ばれます）を発行することが義務付けられています。

バス
行き先によっては路線バスを重宝することもあります。PKSと呼ばれ
る旧国営バス会社のネットワークが最もよく発達していますが、最近
では、国内・外国路線ともに民間バス会社が増大しており、車両、サ
ービスとも民間会社の方が勝るケースが多くなっています。大手民
間バス会社の一例としてPolski Expressがあり、ワルシャワとグダン
スク、シュチェチンなどの北方方面、クラクフなどへの便が出ていま
す。クラクフでは鉄道駅にバスターミナル（dworzec autobusowy）が
隣接しており、国外を含む各方面へバスが出ています。バス料金は
一般に電車料金より安く、バスターミナルは大抵、市中心部に位置
しています。チケットは、切符売り場、自動券売機等で購入します。
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市内公共交通
公共バスは全ての主要都市で利用出来ます。ワルシャワ、クラクフ、
グダンスク等の大都市ではトラム（tramwaj）もあります。切符（bilet）
は、新聞売り場（kiosk）か運転手から直接購入します。ただし、運転
手からの購入の場合には、手数料が上乗せされている場合もあり
ます。ワルシャワにはポーランド唯一の地下鉄（metro）も走ってい
ますが、切符を車内で購入することは出来ません。ワルシャワの場
合、バス、トラム、地下鉄の全てに乗れる代わり、一回限り有効で、
乗車の度ごとに新しい切符をパンチする一回券（bilet jednorazowy）
および切符をパンチしてから一定時間内であれば何回でも乗換え
が可能な時間券（bilet czasowy）があります。時間券には20分、40
分、60分、90分の各券が用意されています。他には7日券（bilet 
siedmiodniowy）等もあります。なお、ワルシャワ等では、全ての公共
交通機関に共通の電子化された定期券も発行しており、日常的に公
共交通機関を利用する場合、大変、お得です。ワルシャワでは電子
定期券は、warszawska karta miejskaと呼ばれており、キオスク等で
販売しています。

自動車の運転について
ポーランドでは自動車は右側通行となり、ヘッドライトの照明は年間
を通じて義務付けられています。自動車の運転に際しては以下の点
をご留意ください。
	 強制保険：強制保険はOC（オー・ツェー）と略され、義務となっていま

す。事故時に過失の無い側が蒙った損害に関しては、強制保険でカ
バーされます。保険の平均支払い額は年間1,200PLNほどで、毎年
一回の支払いが多くなっています。ただし、OCの掛け金は、車種、
運転手の年齢、保険会社により異なります。強制保険を持っていな
い場合、多額の罰金が科せられます。

	 任意保険：任意保険はAC（アー・ツェー）と略され、事故時、盗難時
の保険をカバーします。保険支払額は車の価格に応じて変わりま
す。

	 傷害保険：傷害保険はNNWと略され、運転時や行楽時の不慮の事
故をカバーする保険となっています。

	 車検：車検は年に一回義務付けられており、車検を怠ると、保険が
利かないだけでなく、警察による検問時に自動車登録証を剥奪され
たり、車そのものを差し押さえられたりするリスクが伴います。
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2.3. 運転免許の切り替えとレンタカーサービス

日本の方であっても、EU加盟国、アイスランド、リヒテンシュタイン、
ノルウェーおよび1968年11月8日にウィーンにて締結された「道路交
通に関する条約」加盟国で発行された運転免許（あるいは同条約で
規定された書式を採用している国で発行された運転免許）を所持さ
れている場合には、ポーランドの運転免許の切り替えにあたり、試
験が免除され、新しい免許が交付されます。EU加盟国、アイスラン
ド、リヒテンシュタイン、ノルウェーで発行された免許の場合、免許が
失効するまでポーランドでそのまま運転が出来ます。一方、ウィーン
条約加盟国で発行された免許（あるいは同条約で規定された書式
を採用している国で発行された免許）の場合、ポーランド滞在開始
日から数えて6ヶ月以内であれば元の免許をそのまま使用出来ま
す。これを超過する場合には、最初の6ヶ月間が経過する以前にポ
ーランド免許への切り替え手続きが必要となります。ウィーン条約の
規定により、ポーランドの道路交通法規に関する筆記試験は免除
され、免許が交付されます。元の免許は新しい免許が交付されるま
で、各管区の地方交通局に保管されます。なお、日本は上記のいず
れにも該当しないため、日本の免許の切り替えに関しては、日本と
ポーランド間の二国間取り極めにより運営されています。

ポーランド当局の見解によれば、日ポ両国の免許はウィーン条約の
取り決めに従って両国で取り扱われるべきであるとしています。日本
人は居住している地区を管轄する郡庁・区役所に対して、免許の切り
替え申請を行うのみでポーランド免許を取得出来ます。ただし、ポー
ランド法の解釈に従えば、ポーランド免許への切り替えを行う以前に
は、日本の免許でポーランドで運転を行うことは出来ません。なお、日
本の免許は、後日、日本大使館を通じて本人に返還されます。

運転免許の切り替えのためには、以下の書類を提出することが必要
です。
	 申請書（申請書は各区役所に備え付けになっています）
	 ポーランドの医師により出された診断書（orzeczenie lekarskie）
	 ポーランドに185日以上居住していることの宣誓（宣誓欄は申請書中

にあります）
	 写真1葉（3.5×4.5センチ、左耳を出したもの）
	 ポーランドでの住民登録証（meldunek）
	 有効な滞在カードまたは長期ビザ
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	 外国の運転免許のコピー（ポーランド語への宣誓翻訳文を添付し
ます）

	 申請料支払い証

レンタカーサービス
ポーランドでは十指以上の大手レンタカー代理店があります。空港に
は代理店のブースがあり、ホテルでも代理店への紹介・取次ぎを行って
います。条件等については代理店から直接、入手することが出来ます。

2.4. 不動産の賃貸と購入

住居・オフィス・土地の賃貸、購入、売却時には、不動産仲介業者を
利用するのが早く便利です（不動産の売買・賃貸手数料は業者によ
り異なります）。ポーランドでは国際的に展開する不動産仲介業者も
進出しています。大都市では大概の場合、英語を話せるスタッフが最
低1名は居ますが、小規模な業者になると英語が通じないことが多く
なります。不動産の賃貸・購入に当たっては、不動産物件の選択に
始まり、契約書の締結時には、場合に応じて、翻訳者・弁護士・公証
人の手配などが必要となります。

ライセンスを持った定評のある仲介業者を利用され、交渉時や契約
内容のチェック時には弁護士を活用されることをお勧めいたします。
ご自身の手で賃貸・売却物件を探される場合には、不動産専門サイ
トや日刊紙・専門紙の広告を辿っていくこととなります。最近では、高
級物件を出がける業者を中心に英語でのサービス（インターネットサ
イトも含む）が充実してきました。

都市名 又貸・中古賃貸物件の相場 新築賃貸物件の相場

カトヴィツェ 4,180 5,224

ウッジ 4,270 5,145

グダンスク 6,120 5,863

クラクフ 6,880 6,882

ポズナン 5,800 6,828

ワルシャワ 8,250 8,036

ヴロツワフ 6,585 7,516

表4. 2010年第1四
半期時点でのマ
ンション購入時の
平均価格（1㎡あ
たりPLN）（各種マ
ーケット資料より
作成）
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都市名 価格

カトヴィツェ 14.0～16.0

ウッジ 13.0～16.0

グダンスク 14.0～17.0

クラクフ 15.0～18.0

ポズナン 14.0～18.0

ワルシャワ中心部 26.0～28.0

ヴロツワフ 14.0～17.0

ポーランドの法人・自然人であっても外国の法人・自然人であっても不
動産を賃貸出来ます。賃貸時には公的機関から許可を得る必要はあ
りません。ただし、外国人による不動産の購入には許可が必要です。

現時点で有効な法律（「外国人による不動産の取得に関する法律」）に
よれば、ポーランドにおいて、外国人（個人および法人）が不動産を取
得する場合には、内務行政省（MSWiA）の許可が必要です。更に、同
法では、外国人が、ポーランド国内において会社登記を行っており、な
おかつ、同国において不動産を所有しているか、あるいは、その永久
貸借権を有している企業の株式購入を通じて、該当企業の支配権を
掌握する場合にも、内務行政省の許可が必要であると定めています。
ただし、上記原則には多くの例外規定があり、例えば、EU加盟国、ア
イスランド、リヒテンシュタイン、ノルウェー、スイス国籍の個人および法
人に付いては、許可を取得する必要がありません。

外国人が、居住目的で取得する不動産の面積は、0.5ヘクタールを超
えてはなりません。ポーランド国内において商業活動を企図している
外国人が、不動産を取得する場合には、該当不動産の面積は、その
商業活動の必要を満たすために十分な広さである必要があります。
ただし、これらの規定は、不動産が、国境地帯に存在するか、あるい
は、1ヘクタールを超える農地の場合には、適用されません。

EU加盟国、アイスランド、リヒテンシュタイン、ノルウェー、スイス以外の
国籍を所持している外国人が株主であるポーランドに本店の所在地を
有する有限責任会社（Sp. z o. o.）の場合、ポーランド国内で不動産を
購入する際、内務行政省による許可を受ける必要がないことは特記さ
れます（ただし、この場合であっても森林地、農地の購入に際しては許
可が求められることもあります）。

表5. 2009年上半
期のオフィススペ
ース平均賃貸料
（1㎡あたりユー
ロ）（各種マーケッ
ト資料より作成）



22

民法典に拠れば、不動産の購入契約は、ポーランドの公証人の立会
いの下に公証される必要があります。これ以外の形式のいかなる購入
契約も無効です。

2.5. 個人向け銀行サービス

ポーランドでは地場系銀行でも外資の傘下に入っているものが多く、
加えて、外国銀行の支店も数多く存在しています。大都市では銀行
の営業時間は週日で午前9時～午後6時まで、土曜日は全ての銀行
が開いているわけではありませんが、午後1時まで営業するところも
あります。小都市や農村部では、営業時間は午前8時～午後4時まで
に短縮されます。ポーランド中銀に拠れば、PKO BP, Pekao SA, ING 
Bank Śląski, Bank Handlowy, Bank Zachodni WBK, Bank Millenium, 
Kredyt Bank等が資産額の大きい銀行となっています。

銀行口座開設時には、ポーランド国内外への送金手数料をひとつ
の目安として比較されると良いでしょう。各銀行では、その他サービ
ス料、口座維持手数料も異なっていますので、ご契約をされる以前
に諸条件をよく確認されることが重要です。外国送金にはWestern 
Unionのような送金仲介業者を利用することも、特に市民の間では良
く行われています。

ポーランドでは以下のような個人向け銀行サービスを受けることが出
来ます。
	 普通口座の開設
	 定期預金口座の開設
	 個人向け各種ファンドの販売
	 クレジットカードの発行・決済
	 借り入れ、信用供与
	 テレフォンバンキング（24時間対応もあります）
	 インターネットバンキング
	 外国送金
	 外貨両替、外貨建て取引

居住者（ポーランドに居住地がある外国人含む）であれば、全ての個
人向け銀行サービスを大きな問題なく受けることが出来ます。非居
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住者（ポーランドに居住地が無い場合）は、クレジットカード発行、借
り入れ、信用供与などで困難が伴う可能性があります。銀行口座開
設のための必須書類は以下の通りです。
	 居住者の場合: パスポートなどの身分証明書（滞在カードの提示を

求める銀行もあります）
	 非居住者の場合: パスポートなどの身分証明書及び住所を確認でき

る書類に加え、ポーランドで年金・奨学金などの定期的な収入があ
ることの証明書が必要です。二重課税を防ぐためにも、居住者証明
を提示すると良いでしょう。

各銀行ではそれぞれのサービスの提供時に必要となる書類のリス
トを用意しています。大きな支店では2、3名の英語が話せるスタッフ
がおり、とくに外為部門には英語が話せるスタッフがいる可能性が
高くなります。ほとんどの銀行には英語のウェブサイトもあります。な
お、ポーランドのATM（バンコマト）では、出金は出来ても入金が出
来ない場所が多く、口座への入金は銀行窓口のみでの受付が多く
なっています（入金が出来るATMはwpłatmatと表示されていることも
あります）。

2.6. 外国人とポーランド人との間の婚姻

ポーランドでは、郡庁・区役所の市民課（urząd stanu cywilnego）の担
当官によって執り行われる民法上の結婚も、民法に則った宗教上の
結婚（カトリック教会での結婚など）も有効です。婚姻に必要な書類は
以下の通りです。
	 身分証明書
	 出生証明書抄本
	 婚姻関係を解消するような事実の存在を感知していない事の書式

による確約
	 婚姻許可（ポーランド家族法が要求する場合のみ）
	 離婚状態にある場合には、離婚についての追記のある婚姻証明書

抄本
	 未亡人の場合には、配偶者の死亡証明書

外国人の場合には、上記文書のポーランド語への宣誓翻訳文を添
付します。
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婚姻時に外国人によって追加的に提出される書類
ポーランドで結婚を行おうとする外国人は、民法上の結婚であって
も、民法に則った宗教上の結婚であっても、結婚の前に以下のような
書類を揃える必要があります。
	 外国人の本国の管轄機関か外交使節団によって出された、本国

法の規定に従って外国での結婚ができることを証明する書類。日
本人の場合、法務局か日本大使館を通じて取得する婚姻用件具
備証明書がこれに当たります。結婚後は、日本大使館か住民票
のある市町村役場に婚姻証明書を提出します。なお、ポーランドで
は、血縁関係にあるもの、結婚可能年齢に達していないもの（女子
で16歳、男子で18歳）の間の結婚は、外国人の本国法がこれを許
している場合であっても出来ません。同様に、婚姻関係を結んでい
るものの結婚は、外国人の本国法がこれを許している場合であっ
ても出来ません。

	 上記の文書の取得が著しく困難である場合（上記文書を外国人
の本国が交付しない場合）、民事裁判所の許可がこれに代わりま
す。外国人から許可交付申請を受けると、裁判所では該当法に照
らし合わせて審議へと入り、外国人が結婚できるかどうかを決定し
ます。

更に、ポーランドで定住許可を得ているか、期限付き居住許可を得て
いる外国人の場合、上記に加えて、パスポートと滞在カードの提示が
必要です。有効期間が1年未満のビザベースでポーランドに滞在して
いる外国人の場合、パスポートとビザの提示が必要です。なお、相互
査証免除取極めによるノービザ期間（日本人の場合は90日間）に結
婚を行う場合には、パスポートのみの提示となります。

民法上の結婚を行う場合、郡庁・区役所の市民課に対して、婚姻関
係を解消するような事実の存在を感知していない事の書式による確
約を提出してから1ヶ月を経過した後でないと結婚を行うことは出来
ません。ただし、市民課では、妊娠や差し迫った出国などの重要な必
要性のある申し出を受理するとの判断を行う場合には、1ヶ月を経過
しない期間内に結婚を許可することもありえます。上記確約は、国内
であれば直接、居住地域の市民課に提出し、国外にある場合には、
ポーランド領事に対して提出します。国外に居る場合を除き、居住地
域以外の市民課に書類を提出することは出来ません。
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民法に則った宗教上の結婚の手続き
婚約者のどちらかが住民登録をしている郡庁・区役所の市民課は、
民法に則った宗教上の結婚を行おうとするものに対して、婚姻関係
を解消するような事実が存在しない事の証明書および将来の夫婦な
らびに子供の姓に関する証書を交付します。この証明書の交付まで
の間に、上記で述べた民法上の結婚に必要な書類を全て提出して
おかなければなりません。

証書は3ヶ月間有効で、この証書が無ければ、聖職者たりとも結婚証
書を受理できません。民法に則った宗教上の結婚を行う場合の追加
必要書類については、結婚が行われる教会側と婚約者との間で取り
決めます。

2.7. 外国人とポーランド人との間に出生した子供の登録

出生した子供は、子供の出生地を管轄する郡庁、区役所の市民課で
14日以内に出生届けを行います。出生届けは、父親ないし母親（健
康状態が許す場合）、出産に立ち会った第三者、医師、助産婦のい
ずれかが行います。

出生証明は、医師あるいは産婦人科によって記載された書式による
記録を基に作成されます。婚外子の場合には、母親の同意があれ
ば、父親によって認知されます。婚姻関係の継続中に出生した子お
よび婚姻関係の破棄から300日以内に出生した子に関しては、母親
の夫が父親であると推定されることになっています。

子供へのポーランド国籍の付与
両親のうちどちらかがポーランド国籍を取得している場合、その子供
は、出生地に関わりなく、ポーランド国籍を与えられます。子供の出
生日から3ヶ月以内に管轄官庁（ポーランドに居住している場合は管
区長、外国に居住している場合はポーランド領事）に対して申請を行
えば、両親のどちらかの国の国籍を選択することも出来ます5。ただ
し、その国の法律が、係る子供に対して国籍を与えることを許してい
ることが前提となります。

5 管区長（starosta）とは、地方行政単位としての管区における長であり、管
区評議会によって任命される者を指します。
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2.8. 社会保険と医療サービス

ポーランドでは、有効な就労許可に基づいてポーランド法人（外資系企
業も含む）と労働契約を結んでいる外国人の場合、会社が社会保保険
費（ZUS）の支払いを正しく行っているのであれば、無料で公的医療機
関でのサービスを受けられます。社会保険費のうち老齢保険と身体傷
害保険については、雇用者負担分と被雇用者負担分に分かれていま
す。算定ベースとなるのは基本的には、被雇用者のグロス賃金です。

ポーランド法人と何らの労働契約も結んでおらず、給与を100%本国か
ら支払われており且つ派遣ベースの就労許可を所持している場合、ま
たは、ポーランド法人（外資系企業も含みます）の取締役か代表取締役
に就任しており且つ臨時株主総会決議により役員報酬額を決議する場
合には、ポーランドでの社会保障費支払いを回避することが出来ます。
詳細に付きましては、弁護士、会計士まで確認されると良いでしょう。

外国人駐在員の間では、民間の医療保険に加入することもたいへ
ん良く行われています。民間の医療施設はワルシャワ、クラクフ、ポ
ズナン、グダンスク、ヴロツワフ等の大都市に集中しており、人口1万
～2万人規模の町になると、まだ民間の医療施設が無い場所が多く
あります。また、民間の医療施設がある町でも、小規模な町では英
語が話せる医師が居ないこともあります。法人顧客は民間医療施設
の最大の顧客となっており、医療費は課税控除されます。Medicover, 
Lux Med, CM LIM, CM Enel Med, CM Damian等がポーランド最大の
民間医療クリニックとなっています。これら施設の多くでは、24時間
体制でアポ対応や救急車の発送を行っており、電話での医療相談、
急患受け入れ、医師の家庭訪問、人間ドック含む健康診断、ワクチ
ン接種など英語にて全てのサービスを受けられます。一般的な契約
形態は月決め制で、いくつかのコースから選択するようになっていま
す。契約後には磁気カードが交付され、磁気カードでの情報管理が
行われます。

個人で申し込む場合、一般的なコースでの4人家族（両親と子供二
人）の月当たり契約額は300～700PLNとなり、大人一人の場合は
150～250PLNとなります。法人会員の場合、契約者一人当たり20
～100PLNが相場ですが、会社規模によっても、契約者の家族構成に
よっても、またコースの別によっても価格が変わってきますので、交渉
が必要です。
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2.9. 教育事情

2009年9月よりポーランドでは6歳から小学校（szkoła podstawowa）
に入学することとなりました（従前は7歳より）。次いで13歳からは三
年制の中学校（gimnazjum）に入り、卒業試験にパスすれば卒業と
なります。中学校終了後は、三年制の普通高校（liceum）か四年制
の高等技術学校（technikum）に入ります。どちらも終了のためには
高等教育終了試験（matura）に合格することが条件となります。そ
の後は、大学へと進学し、最初の3年間で学士号（licencjatまたは
inżynier）を取得、続く2年間で修士号（magister）を取得します。更に
進んで、博士号（doktor）を取得するものもいます。
ポーランドでは国立大学、私立大学ともあり、私立大学は主として
1990年以降に現れ出しました。私立の高等教育機関は、国民教育
省から認可を受ける必要があり、認可後に法的地位を与えられま
す。1998年には、ポーランドで最初の私立の高等技術学校も設立
されました。私立の高等技術学校では、職能別のコースで生徒を教
え、15週間にわたる企業インターンシップおよび学校が考案した実習
を義務として課すなど意欲的な教育を行っています。

高等教育には、全日制、夜間、公開講座、遠隔地教育などの形態が
ありますが、全日制が最も普及しています。大学進学のためには、
高等教育修了証書（świadectwo dojrzałości）を得る必要があります。
入学条件は各大学の裁量に任されており、選抜試験を課したり、高
等教育修了証書に記載されている成績を基に入学の判定を行った
り、あるいは希望者全員に入学を許すところもあります。

学校の長期休暇は年に二回で、冬休み（1月ないし2月の2週間。県
によって期間が異なります）と夏休み（6月末に始まり学校が再開す
るのは9月1日です）があります。大学の場合、9月末まで3ヶ月間の
夏休みとなります。

2.10. 食事について

ポーランドのレストランでは、伝統的なポーランド料理も各国料理も
楽しむことが出来ます。ワルシャワ、クラクフ、ポズナン、グダンスク、
ヴロツワフなどの大都市ではヨーロッパ料理、アジア各国料理、ベジ
タリアン料理、その他料理などさまざまな料理を供するレストランあり
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ます。高級ホテル付属のレストランは値も張りますが、土地勘が無い
場合には便利です。大抵の街には古くからの広場（rynek）があり、近
辺にはレストランが固まっていることが多いので、まず広場まで出て
みるのも手でしょう。

週末になると人気レストランは混雑していることが常ですので、事前
に電話予約をされることを強くお勧めいたします。レストランその他
の飲食サービスの価格は、西欧や米国と比べると安く、一般的には
アルコールも含み一人100PLNも出せば十分です。レストランやバー
ではサービス料を領収書に含んでいないことが多いので、飲食費の
10%ほどをチップとして置いておくと良いでしょう。ほとんどのレストラ
ンではクレジットカードを受け付けます。

現在、ポーランド全土で、とりわけ大都市圏では日本風料理を出す
店が増えています。もっとも一般に普及しているのは、スシ・バーと呼
ばれるレストランで値段は通常のレストランよりも高め（目安としては
一人当たり150～200PLN前後）です。純粋な日本風寿司を出す店よ
りはアメリカ風の寿司を出す店が多いようです。ワルシャワ等には本
格的な日本料理を出すレストランも数店舗あります。日本食材の購
入には、ショッピングモールに店舗網を有しているKuchnie Świataと
いう食料品店が便利です。この他、日本料理店の中には日本食材の
販売コーナーを併設しているところもあります。

2.11. 娯楽

グダンスク、ソポト、グディニアの3都市が集まっているバルト海沿
岸、ワルシャワ、ポズナン、トルン、ヴロツワフ、クラクフなどの古くか
らの都市では年間を通じて文化活動が盛んでディスコ等のナイトライ
フも充実しています。ポーランドでは国際的に知られた文化フェスティ
バルも多く開催されます。

映画館の数も多く、単館作品を上映する市中の小さな映画館から10以
上のホールを備えたシネコンまでよく充実しています。シネコンは、大
規模ショッピングセンターに併設されていることが多く、フィットネスクラ
ブ、プール、ボーリング場、ディスコなどを備えたショッピングセンター
（galeria handlowa / centrum handlowe）もあります。ワルシャワには最
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も多くのショッピングセンターがありますが、現在では全ての大都市に
上記のような施設があります。

ポーランドではゴルフ人気が上昇中です。全土に約10箇所前後のゴ
ルフ場があり、多くは大都市の郊外に位置しています。ワルシャワ
郊外のライシェフ（Rajszew）、ウッジ郊外のヴォラ・ブウェンドーヴァ
（Wola Błędowa）、クラクフ郊外のパチュウコヴィツェ（Paczółkowice）
、ヴロツワフ郊外のクリニチノ（Kryniczno）、ポズナン郊外のビィトコー
ヴォ（Bytkowo）、グダンスク郊外のポストウォーヴォ（Postołowo）な
どのゴルフ場があります。
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ポーランドのビジネス環境

3.1. 就労許可

外国人がポーランドで合法的に就労を行うためには、就労許可
（zezwolenie na pracę）の取得が不可欠です。就労許可は以下の5つ
のタイプに分けられており、ご自身のステータスにあった就労許可を
取得します。
	 タイプA（zezwolenie typu A）： 外国人がポーランド国内に本店所在地

ないし登記住所を有する法人、法人の支店、その他の就労所との間
に労働契約等の労働契約を締結して雇われる場合。

	 タイプB (zezwolenie typu B)： ポーランド法に則り法人格を有した会
社（設立中の有限責任会社含む）の取締役としての役務を遂行する
目的でポーランドに滞在する外国人で且つその滞在が連続する12ヶ
月間の内、6ヶ月間を超える外国人の場合。

	 タイプC(zezwolenie typu C)： 外国人が自らの雇用先である本国法人
との間の労働契約を維持したまま、暦年中で30日間を超える期間に
おいて、ポーランド国内にある本国法人の支店またはその他の資本
関係のある就労所あるいは本国法人との間に長期間にわたるサー
ビス提供契約を締結している就労所へと出向する場合。

	 タイプD(zezwolenie typu D)： ポーランド国内に支店またはその他の資
本関係のある就労所を持たず、且つその他の形態での組織化され
た活動もポーランド国内では行っていない本国法人の元で就労して
いる外国人が、ポーランド国内で一時的且つ一回限りのサービスを
提供する目的で本国法人から出向する場合（ポーランド法上は、「サ
ービス輸出」： usługa eksportowaという定義が与えられています）。

	 タイプE(zezwolenie typu E)： 上記のタイプB～D以外の目的で就労
を行うことを目的として、外国人が本国法人より連続する6ヶ月間の
内、3ヶ月間以上の期間においてポーランドへ出向する場合。

就労許可の申請は、原則として本人ではなく、雇用者（会社）が行いま
す。就労許可の申請から取得までには、必要書類を全て揃えた上で労
働局への申請を行った日から数えて、4～6週間を要します。ただし、上
記1.1.で述べたような就労許可を必要としないケースに該当する場合に
は、許可を取ることなく就労することが出来ます。就労許可は、外国人を
雇用する雇用者の登記住所が存在する県の県代表名で交付されます。

就労許可の取得後にはじめて雇用者は、就労許可の有効期限日ま
で労働契約を外国人と交わすことが出来ます（当然ながら、上記のう
ち、タイプC, D, Eの各就労許可のみを取得した場合、ポーランド法人
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と労働契約を締結することは出来ず、係る労働契約の締結は違法行
為となりますので注意が必要です）。労働契約中には、就労許可に
記載されているのと全く同一の役職名を入れる必要があります。労
働契約は、事前に就労許可の延長許可を得ている場合には、延長
許可が出されている期間に付いて再度取り交わすことが出来ます。

労働契約に関する一般的な事項
ポーランドでは多くのタイプの労働契約が労働法典によって定められ
ています。ただし、民法の規定に従ってサービス契約を結ぶ場合に
は、労働法典の適用はされません。労働契約は以下のような期間に
渡って結ぶことが出来ます。
	 無期限契約
	 有期限契約
	 請負契約（契約した内容の完成を目指す契約）
	 代行契約（休職中の被雇用者の休職期間中の契約）

上記の労働契約のいずれかに先立って、3ヶ月間を越えない期限の試
用期間契約を結ぶことが出来ます。

フルタイム雇用の場合の最低賃金は、最低賃金法に基づく閣議決定に
より規定されており、2010年の最低月額グロス賃金は1,317PLNと定め
られています。雇用者は、原則として最低賃金を下回る賃金を支払うこ
とは出来ません。ポーランドでは賃金はグロスで表示され、各種税金、
社会保障費、その他の義務的支払いを行う前の金額で決定されます。

3.2. 会社形態

ポーランドでは原則として、法律によって規定されている条件を遵守
する限り、何人であっても商行為を企画し実施することは自由である
とされています。ただし、外国人の場合には、上記の大原則が制限さ
れることもあります。

具体的には、日本、中国、韓国、インド等の企業家の場合、有限責任
会社、株式会社、法人格のない組合形態の「合資会社」（ドイツのそ
れに類似）、合資会社の一種である合資株式折衷会社のいずれかの
みを設立出来ます。一方で、EU加盟国、アイスランド、リヒテンシュタ
イン、ノルウェーあるいはEUおよびEU加盟国政府との間で締結され
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た協定に則って企業活動の自由を享受できる外国出身の企業家は、
ポーランド国民と同様の原則の下に商行為を営むことが出来ます（支
店、駐在員事務所の設置も同様の扱いを受けます）。

上記以外の国で登記されている外国企業の場合には、互恵主義原
則に則り、支店、駐在員事務所を設立する事となります。例えば、日
本に本店所在地を有する法人は、ポーランド側との互恵主義原則（日
本法人はポーランドで支店を設立でき、ポーランド法人は日本で支店
を設立できる）により、支店、駐在員事務所の設立が可能です。参考
までに、ポーランドでは、以下のようなタイプの事業形態があります。

法人格のない事業組合（事業パートナーシップ）
	 無限責任社員で構成される「合名会社」（spółka jawna）
	 会社法典88条による自由業従事者が結成する自由業組合（spółka 

partnerska）
	 有限責任社員と無限責任社員で構成される「合資会社」（spółka 

komandytowa）
	 無限責任社員と会社に対して責任を負わない株主で構成される「合

資株式折衷会社」（spółka komandytowo-akcyjna）

法人格のある事業会社
	 有限責任会社（spółka z ograniczoną odpowiedzialnością）
	 株式会社（spółka akcyjna）

法人格のある事業会社の形態は、規模がある程度大きな事業に適
しています。株主の責任は払込資本金額までに限定されます。ただ
し、会社に対する強制執行が不調に終わった場合、破産宣告の申
立を裁判所に対して規定期間内に行わなかった場合などは、取締役
は、連帯してその責任を負う義務があります。

会社設立の必要条件として、有限責任会社の場合、5,000PLN以上、
株式会社の場合、10万PLN以上の資本金の払い込みが求められま
す。これら会社は法人税の課税対象となります。会社形態を選択す
る際には、経済活動の規模、責任の範囲、運営コストなどを見極め
た上での決定が求められます。

外国人投資家の間で最も一般的な会社形態は、有限責任会社とな
っています。
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3.3. 事業会社の設立手続き

ポーランド会社法典では、以下のようなステップが有限責任会社の
設立に当たって必要とされています。
	 会社定款の作成（ポーランド公証人による公証が必要です）。これ

は委任状をベースに弁護士に委託することもでき、最低資本金額は
5,000PLN、株式の最低額面価格は50PLNとされています。

	 ポーランドで操業している銀行での口座の開設
	 新会社の銀行口座への資本金の払い込みまたは現物投資による

出資
	 新会社の取締役の任命
	 ポーランド会社登記裁判所（KRS）への会社登記申請書の提出
	 会社登記裁判所での会社登記の終了

会社登記裁判所での登記のほか、有限責任会社が実際の業務を開
始するためには、REGON番号（統計局整理番号）、NIP番号（会社納
税者番号）を取得し、VAT支払い者登録を済ませる必要があります。
これらの手続きは代理人による代行が可能です。

有限責任会社の代表機関は、株主総会および取締役会です。監査
役会、監査委員会の設置は、有限責任会社の場合、資本金額が50
万PLNを超え且つ株主数が25名を超えなければ任意であり、任意ベ
ースでの設置は稀です。有限責任会社の最高意思決定機関は株主
総会です。

有限責任会社の設立に関わる各種翻訳手数料などを除いた裁判所
支払い手数料、行政手数料は最低資本金5,000PLNでの設立時には
約3,200PLNとなり、通常の場合、申請から登記終了まで6－7週間を
要します。

3.4. その他の形態の経済活動（支店、駐在員事務所等）

ポーランド法の下では、外国人投資家は以下のようなビジネス形態
を選択することも出来ます。
	 支店（oddział）
	 駐在員事務所（przedstawicielstwo）
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支店は、会社登記裁判所での商業登記簿に登記され、外国法人の
名称の後に「ポーランド支店」（Oddział w Polsce）の表記を入れたも
のが名称となります。支店は親会社の活動範囲を超える商行為は出
来ません。法に抵触するような行為を行った場合、経済大臣は支店
の営業停止を命じることが出来ます。

駐在員事務所は親会社の宣伝、プロモーション活動のみが出来ま
す。これ以外の一切の活動は認められません。駐在員事務所は経
済省が保管する登録簿に登記されます。

ポーランドがEUに加盟してからは、EUの新しい多国間企業体である
欧州経済関心グループ（EEIG）や欧州会社（SE）の設立も出来るよう
になっています。

3.5. 法人向け銀行サービス

ポーランドでは、ほとんどの銀行で企業のニーズに合ったサービスを
提供することが出来ます。法人向けサービスには以下のようなもの
があります。
	 当座勘定（当座預金口座、補助口座、総合口座、エスクロー口座）

の開設
	 イー・バンキング
	 法人向けクレジットカードの発行
	 定期預金口座の開設、財務省証券・国債の販売
	 外国送金
	 投資資金の融資
	 保証契約、銀行保証の提供
	 EU補助金の取得支援
	 リースの提供

業務用口座を開設するに当たって、銀行から求められる書類には以
下のようなものがあります。
	 経済活動を確認できる書類（公証済み会社定款、REGON番号証

書、NIP番号証書など）
	 会社代表者の身分証明書
	 口座登録書の記載に必要な各種の個人情報、会社情報
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法人顧客には、個別の顧客担当マネージャーが付くこともしばしばあ
ります。都市部では、法人営業部に英語が通じる従業員が居ること
もあります。

3.6. 税制

ポーランドの税金は、以下の二つのグループに大別することが出来ます。
	 個人所得・資産等にかかる直接税（法人所得税、個人所得税、民法

上の税金、犬税など）
	 財やサービス価格に含まれている間接税（VAT、物品税など）

法人所得税
居住者である法人は、全世界所得およびキャピタルゲインに対して
法人所得税が課せられます。非居住者である法人は、ポーランド国
内で得た所得およびキャピタルゲインに付いてのみ課税されます。

実際には、税務目的で会計上の処理を行った後、課税ベースとなる
所得額が決定されます。納税者は、課税額の計上を行うことが出来
るような形で会計帳簿を付ける必要があります。経済活動を営む法
人の課税対象所得は、発生主義に基づいて認定されます。

所得を得るためのコストは通常、その所得が得られた時点かあるい
はそのコストが発生した課税年に課税控除の対象となります。

法人格を有する会社による資本損失に関しては、これを続く5ヵ年の
課税年に渡って繰り延べ、所得と相殺することが出来ます。損失の
半分までは、投資家が選択したある1年間の間に控除することが出
来ます。損失の繰り戻しは出来ません。

ポーランドの標準法人所得税率は19%です。納税者の課税年が暦年
とずれている場合には、納税者の課税年が開始された時点での法人
税率がその課税年に関して適用されます。納税者は、次の課税年の
第3ヶ月目の月末までに年次確定申告を済ませる必要があります。

個人所得税
ポーランド市民および恒久的な居住所をポーランドに有している外国
人は、その全世界所得に対して個人所得税が課税されます（ポーラ
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ンドにおいて個人が経済的あるいは個人的な関心の中心を有する場
合、または個人が暦年で183日以上ポーランドに滞在する場合がこ
れに該当します）。ポーランドで非居住者となる外国人は、ポーランド
国内で遂行した業務び関連して得た所得、あるいは、ポーランド国内
が源泉である所得に対してのみ課税されます。

課税ベース 税率

0～85,528PLN 18%

85,528PLN以上 14,839.02PLN+85,528PLNを超える
部分の所得に対して32%の課税

ポーランドで納税義務がある全ての個人に対して、年間で556.02PLN
の基礎控除が設定されています。雇用者は、被雇用者の課税対象
給与から税額を差し引き、翌月の20日までに税務署に対して所得税
の納付義務があります。年次確定申告は、納税者本人により、翌年
の4月30日までに行わねばならず、全ての所得源泉を報告し追加的
な税源があれば提示します。

VAT（付加価値税）
ポーランドのVAT（付加価値税）は大半の財・サービスの購入代金
に含まれています。VATは輸入品およびEU圏内での財の購入につ
いても課せられます。VATのシステムがカバーする範囲は広く、生
産から消費までの全てのサプライチェーンの中に組み込まれていま
す。VATの納付者となるのは、財やサービスの提供者です。ポーラン
ドでは、VAT納付義務を負うような経済活動を行う場合、その開始以
前にVATの支払い者登録をする必要があります。ただし、課税ベー
スとなる前年の純売上高が10万PLNを超えなかった納税者は、VAT
の納付義務を免除され、VATの納付目的での登録義務も免れます。
この場合、管轄の税務署にて自ら申告を行い、VATの納税義務を免
除されることが不可欠です。

非居住者の場合には、いかなる金額の取引であってもそれをポーラ
ンド国内で行った場合にはVATの納付対象となるため、VATの登録
義務を免れることは出来ません。ポーランド国内あるいは他のEU諸
国内に、居住地・恒久的な経済活動拠点・登記住所のいずれも持た
ないVAT支払い者は、会計代理人を立てる必要があります。

表6. 2010年のポ
ーランド個人所得
税率
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ポーランドでは3種類のVAT課税率があり、22%の標準税率に加え、7%
および0%の低減税率があります。標準税率は、特例に基づく低減税
率や例外規定が適用されない限り、全ての財、サービスに対して適用
されます。7%の税率は、おもちゃ、医薬品、ヘルスケア関連商品、ホテ
ルサービス、書籍、新聞、雑誌等に掛かり、0%の税率は、EU域外への
輸出品、EU域内の財供給に関して適用されています。他に、3%の特
別低減税率が未加工の食料品などに適用されています。

VAT法により、教育・ヘルスケアサービス等に関しては、VATが免除
されることとなっていますが、この場合でも、インプットVATの控除を
受けることは出来ないこととなっています。

原則として、VAT支払い者は、他のVAT支払い者からの財・サービス
の購入、財・サービスの輸入または取得に際して支払ったVATにつ
いて、これをVATの課税対象となる商取引に投入した場合には、そ
の還付を受けることが出来ます。

ポーランドにおいてVAT番号登録を受けている非居住者は、居住者
に対して適用されるのと同等の原則によりVATの還付を受けること
が出来ます。ポーランドでVAT番号登録を受けていない非居住者に
ついては、還付申請書の提出を伴う所定の手続きを踏みVATの還付
を受けます。

VATの還付手続きは月単位で行われますが、申請により四半期毎
の還付手続きを受けることも出来ます。VATの還付申請およびVAT
の納付は、VATの支払いを伴う取引が発生した翌月の25日までに行
われる必要があります。他のEU諸国との間で商取引を行っている納
税者は、欧州内貿易統計申告（INTRASTAT申告）を毎月行い、さら
に、商品の販売価格をEC Sales Listにて作成し、取引額に応じて、
毎月あるいは四半期毎に申告することが求められます。

物品税
ポーランドでは、化石燃料、タバコ、アルコール製品、乗用車等の購
入に際して、物品税（akcyza）が徴収されます。物品税は、これら製
品の輸出時、輸入時、ポーランド国内での供給時に課税され、保税
倉庫を利用している場合には、倉庫から該当商品を運び出す時点で
課税されます。課税方法としては、従量ベースによる場合と従価ベー
スによる場合とがあります。
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3.7. 投資インセンティブについて

ポーランドにおける投資インセンティブ制度
ポーランドの投資インセンティブ制度は欧州共同体法（EC法）の定
めに準拠しており、地域支援（regional aid / pomoc regionalna）と
水平支援（horizontal aid / pomoc horyzontalna）の二本柱からなっ
ています。個別の投資プロジェクトに対して交付される国家支援に
ついては、公的支援のタイプ毎に設定された一定水準を越えて受
け取ることは出来ません。国家支援は、欧州委員会（EC: European 
Commission）による監督を受けます。EU加盟各国は欧州委員会に対
して全ての国家支援についてその交付計画を通告し、計画に変更点
が生じた場合、それも通告する義務を負っており、いかなる国家支援
であっても、欧州委員会による認可を受けない限りこれを交付するこ
とは出来ません。公的支援の受領に当たっては、欧州委員会への事
前通告義務が発生するかどうか、個別の案件毎にチェックすることが
重要です。

地域支援
地域支援は初期段階の投資に対して交付され、新規事業の立ち上
げ、既存事業の拡張、新規性を帯びた新製品の生産開始に伴う生
産品目の多様化、または、既存事業における生産工程の抜本的な
変更等に伴って交付されます。地域支援を受けるに当たっては、最
低で5年間に渡って投資及び雇用（或いはそのどちらか）を維持する
必要があります（中小企業の場合には3年間）。

一般的に、地域支援に付いては、法令の定める最大限度までの
交付を受けるケースが多く、最大限度額は、投資額または新規雇
用創出数に応じて算定される適格コスト額（eligible costs / koszty 
kwalifikacyjne）に対し、投資が実施される地域毎に異なる係数を掛
け合わせる事により求められます。例えば、ワルシャワ市の場合、適
格コスト額の30%までの地域支援、その他多くの県においては同50%
までの地域支援を最大で享受出来ます。ただし、同係数は中小企業
に対しては優遇係数が適用され、中企業の場合には上記係数より一
律10%ポイント、小企業の場合には同20%ポイント夫々切り上げられま
す。反対に、5,000万ユーロを超える大規模投資に関しては、同係数
が切り下げられます。
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新規投資に伴い交付される地域支援としては、以下のタイプの支援
が用意されています。

経済特区で税の減免措置が受けられる経済活動は以下の通りです。
	 EU基金からの財政支援
	 経済特区（SEZ）で操業する企業が享受出来る法人税減免
	 多年間支援プログラム（Multi-Annual Support Programme）
	 固定資産税の減免

上記の各タイプの地域支援の抱き合わせ申請も可能ですが、公的
支援の受け取り最高額は上述の地域毎に定められた最大限度額を
超えることは出来ません。

EU基金からの財政支援
EU基金からの財政支援を受けるためには、投資家は、投資プロジェ
クトの詳細について明らかにした包括的な支援申請書を準備する必
要があります。申請書は提出後、審査に付され、最も優れていると評
価された投資プロジェクトに対して、投資家と関係省庁との間の財政
支援交付協定に基づき、補助金の支払いが行われます。

審査には凡そ4－5ヶ月間を要し、財政支援を受けようとする投資プロ
ジェクトは、申請書の提出を待ってから着手することとなっています。

財政支援は、とりわけ、相応の付加価値生産を国民経済に対して齎
し顕著な潜在的イノベーティブ性が認められる新規投資、または、再
生可能エネルギー関連投資に対して交付されるケースが多く見られ
ます。

経済特区における法人税減免
経済特区（SEZ: Special Economic Zone / SSE: Specjalna Strefa 
Ekonomiczna）とは、ポーランド国内に特定期間（2020年12月31日ま
で）について設けられた区域で、特区内に進出した投資家は法人税
の減免を投資インセンティブとして享受する事が可能です。

現在、14の経済特区が稼動しており、それぞれの経済特区は複数
のサブ・ゾーンに分かれており、ポーランド国内の様々な地点に立
地しています。経済特区における法人税減免は経済特区における
事業免許（SEZ permit / zezwolenie na prowadzenie działalności na 
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terenie SSE）（以下、パーミット）を取得した投資家のみに与えられ
ます。パーミットは各経済特区の運営管理会社が発行し、夫々の区
画に付いて行われる土地の競売または会社との直接交渉を経て発
行されます。パーミットを取得し、法人税の減免措置を受けるために
は、以下の条件を満たすことが求められています。
	 最低10万ユーロ相当以上の投資を最低5年間以上に渡り継続する

こと
	 新規に創出された雇用を最低5年間に渡り維持すること

パーミットの発行以前に投資を開始することは出来ませんので、注意
が必要です。

さて、パーミットには法人税減免を享受するに当たりクリアすべき必須
要件が列挙され、分けても以下のような項目についてその履行が求
められます。
	 経済特区において行われる経済活動
	 新規雇用創出数
	 最低投資実現額
	 投資完了日
	 最大投資額または2年間における労働コスト（これを元に法人税減免

の限度額が設定されます）
	 投資家に課せられた諸義務の遂行デッドライン

パーミットは経済特区が操業を終了するまで有効です。

経済特区で操業が禁止されている経済活動に付いては、別途、定めら
れており、特にサービス産業では操業禁止分野が多く見られます。しか
しながら、会計・ペイロール等の処理を行うサービス業やIT関連等のア
ウトソーシング・サービス業については、経済特区内での立地が可能で
す。

多年間支援プログラム（MASP）
多年間支援プログラム（MASP: Multi-Annual Support Programme / 
Wieloletni Program Wsparcia）による支援は、ポーランド経済の成長の起
爆剤となるような投資を呼び込む事を目的に設定されており、大規模投
資プロジェクトに適用されます。多年間支援プログラムは国家財政より
支出されます。同プログラムへの申請を行うためには投資家は以下の
条件を満たす必要があります。
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	 優先産業分野（自動車、電子機器、航空、バイオテクノロジ
ー、IT、BPO、通信産業等の新サービス、R&Dセンター等）への投資
を行うこと。

	 他産業への波及効果が期待でき、適格投資額10億PLN以上で且つ
500人以上の新規雇用創出を行う大規模投資であること。

同プログラムによる支援最高額は、経済特区内での立地である場合
は適格投資額の15%まで、経済特区外での立地である場合には同
30%までとされており、投資家はポーランド外国投資・情報庁（PAIiIZ）
並びに経済省と交渉を行う必要があります。支援受取額は交渉の
結果によります。交渉期間は数ヶ月間に及び、最終的には合意文書
の形に纏められます。通常の場合、合意内容に付いては、その後、
欧州委員会の審査を受ける事となっています。欧州委員会による
MASPプログラムの承認には更に4－5ヶ月間を要します。

固定資産税の減免
固定資産税は地方税であり、固定資産税の減免に付いては、各郡
（gmina）の条例に基づき、郡議会決議により決定されます。固定資産
税の減免は上述の地域支援の一種であると分類されており、地域支
援に適用されるルールが採用されています。固定資産税の減免期
間は各郡の条例によりますが、通常、1年間から5年間までとなって
います。

水平支援
水平支援は地域支援とは別個の支援スキームです。水平支援で
は、地域支援の上限額まで支援を受けてしまった企業でもその申請
を行うことが出来ます。

雇用創出目的の水平支援
新規事業の立ち上げを伴わない新規雇用の創出時には、水平支援
の一環として支援を受けられる可能性があります。この場合、水平支
援の対象となるのは、失業者を雇用した場合のみとなります。ここで
言う「新規雇用創出」とは、一定期間における年平均雇用者数と比較
して、ネットベースで雇用人数が増大した場合を指します。

雇用創出目的の水平支援には以下のタイプが用意されています。
	 新規雇用創出
	 身体障害者の雇用時
	 身体障害者の雇用に当たり、追加的なコストを負担した場合
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支援額は適格支出額の50－75%をカバーし、支援スキーム並びに各
支援スキームが対象とする失業者のタイプによって増減します。同
支援を受けようとする投資家は、申請書を各管区（powiat）の労働局
に対して提出します。支援実施に関する決定書が出された場合、投
資家は管轄の労働局と協定を締結します。協定では、投資家の義務
として雇用される失業者のタイプ別に12－24ヶ月間の既存雇用水準
および新規創出雇用水準の遵守が求められます。財政支援は、対
象となる被雇用者の雇用が開始された時点から開始されます。

職能訓練目的の水平支援
職能訓練目的の公的支援は、被雇用者の職能を向上させる様々な
訓練に対して支出され、投資家は、財政支援を直接受け取ることも、
また、投資家が被雇用者の職能訓練を依頼している外部機関に対し
て財政による訓練費支払い肩代わりを申請する事により、自らの支
出を削減することも出来ます。

対象となる職能訓練には、IT関連の職能訓練、企業マネジメント、人
材マネジメント、企業内組織改善、被雇用者への大学院レベルの学
費補助、研究機関での被雇用者のインターンシップ、低職能者の職
能改善等が挙げられます。

EU構造基金からの研究開発費支援目的の水平支援
R&D活動への財政支援は以下の場合に獲得できる可能性がありま
す。
	 基礎研究（新知識の獲得そのものを目指した実験的あるいは理

論的な研究で、研究成果の直接的応用を伴わない純粋研究）の
場合には、適格支出額の最大100%までの支援

	 産業研究（新製品、新生産工程、新サービスの発展若しくは既存
製品、既存生産工程、既存サービスの顕著な改良に資する新知
識または新技術の獲得を目指して行われる研究）の場合には、事
業規模に応じて、適格支出額の50－80%までの支援

	 応用研究（既存の科学、工学、ビジネス上その他の知識・技術を
複数組み合わせた研究で、新製品あるいは改良型製品またはサ
ービスのデザイニング、スペックアップ等を目指して行われる研
究）の場合には、事業規模に応じて適格支出額の25－60%までの
支援
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3.8. 建設のフロー

建設（投資）開始に先立って、投資家は特定の不動産に関して情報
を収集し、関連の諸認可と諸文書の準備を入念に行う必要がありま
す。とりわけ、特定の投資プランを持って不動産を購入する場合、ま
ず以下のような情報を収集することが肝要です。
	 該当の不動産が地区マスター・プランでカバーされているか、
	 該当の不動産の用途区分が農地、工業地、住宅地のどれに該当

するか、
	 該当の不動産の売主が本当に所有権を有しているか、また、国あ

るいは地方自治体が不動産に対して第一先買権その他の権利を
有していないか、

不動産の法的地位が明白となり、不動産の投資プランに見合った利
用が可能であることが確認されて始めて、投資家は土地の購入を許
され、建設をスタートすることが出来ます。

建設工事契約
投資家は建築物の建設を行う目的で建設業者との間で建設工事契
約を交わします。契約に従って建設業者は、契約書中で想定されて
いる建築物を、所定の意匠と建築技術を使用して建設し、引き渡す
義務を負います。一方で投資家は、建設作業の準備に当たって必要
とされる手続きを踏み、建設現場および建設の意匠を監督し、建設
費の支払いの義務を負います。

建設業者と投資家の両者は工事契約の内容を自由に取極めること
が出来ますが、特に、建設業者自身の手によって行われる作業の範
囲と請け負い業者に任せる作業の範囲とを定めることがよく行われ
ます。建設業者と請け負い業者との間のいかなる契約であっても、
建設業者と共同で請け負い業者にフィーを支払う立場にある投資家
側からの認証を取り付けることが重要です。

建設許可の取得
建設基準法の定めに従い、建設工事の工事の開始に先立って、所
轄の管区長あるいは市長により交付される建設許可に関する最終
決定を受ける必要があります。ただし、建設基準法では、建設許可
の取得を経ずに行うことが出来る多くの建設作業を定めています（し
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かしながら、工事の開始前に、管轄の官庁に対して通告を行う必要
はあります）。

場合によっては、投資家が、他の官庁からの意見の聴取や同意ある
いは何らかの許可を受けた後で無ければ、建設許可（construction 
permission / pozwolenie na budowę）が下りないこともあります（例え
ば、公道での建設作業の許可や環境影響評価の実施など）。

建築物が使用できるまで建設許可の取得が必要であった建築物に
関しては、監督官庁に対して建設工事の終了を通達した上で、監督
官庁側から所定の期間内に異議の申し立てが行われなかった場合
に初めて、投資家は、該当の建築物の使用を開始することが出来ま
す。通達に当たっては、投資家は、建設基準法がその詳細を定めて
いる建設工事に関係する一連の文書を提出する必要があります。場
合によっては、建築物の使用を開始する以前に、使用許可に関する
決定を受けなければならない事もあります。このような場合に該当す
るのは、施設が特殊なカテゴリーに属する場合、建設許可中で使用
許可の取得が義務付けられている場合などです。

3.9. 会社用事務用品の調達（名刺等）
名刺、会社のレターヘッド、社用封筒などの会社用事務用品に関し
ては、インターネットで印刷業者を検索するのが一番です。サーチエ
ンジンにbusiness cards+都市名を入れるのみで、英語のページを含
む無数の印刷業者を見つけることが出来ます。名刺等の制作費は
高いものではありませんが、注文数、紙質、配色などによって変わっ
てきます。最低注文ロット数は100枚からとしているところが多くなっ
ています。
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ポーランドのビジネス慣行、ポーランド人の気質について

面会の約束
面会時には時間を守ることが重要です。遅れそうな場合には、SMS
や電話で遅刻の事情を説明すると良いでしょう。ただし、ポーランド人
の家庭にプライベートで招待された場合には、約束時間よりも15分ほ
ど遅れていくのが礼儀です（この時間を利用して、家人は慌てること
なく準備が出来るとされていることから）。プライベートの場合であっ
ても30分以上の遅刻はよくありません。面会の数日前にはアポの確
認をしておくことも必要です。一般家庭の夕食に招待されたのなら、
ワインの一瓶か花束のような小さなプレゼントを用意していきます。
その後、手書きのカードで招待されたことと時間をともにしてくれたこ
とに対する謝意を伝えると、大変喜ばれます。乾杯は食前か食後に
されますが、とくにウォッカの杯を空ける際には、食中であってもその
都度、乾杯が行われます。特に正式な晩餐会・パーティの席上で、乾
杯を行わずにウォッカのショットグラスを空けてしまうことは、マナー
違反とも看做されかねません。自分から乾杯の音頭を取るときには、
全員と目線を合わせることをお忘れなく。ポーランド語では乾杯は、「
ナ・ズドローヴィエ」となります。

週日の面会時間は朝10時、昼11時、午後2時半～4時までの間が多
くなっています。日曜日の面会は避けたほうがいいでしょう（ただし、
ゴルフ等の勧誘は必ずしもこの限りではありません）。日曜日は安息
日として、家族と一緒に過ごす日とされています。ちなみに、ポーラン
ド人は、日、月、年の順番に数字を書いていきます。

ポーランド人気質
ポーランドは、米国のように電話や電子メールを多用しビジネスが進
んでいく国とはだいぶ違って、行間を読むことが重視される国です。
ポーランド人はファイス・トゥ・フェイスでビジネスを行うことを好みま
す。ポーランドでは、ちょうどスペインでそうであるように、人間関係を
築くことがビジネスの成功にとって非常に重要です。

会話中は、目線を合わせることが大切です。ポーランド人は相手の
しぐさに対して非常に敏感です。笑いを絶やさないことが大事です。
ポーランド人ビジネスマンは、数回の会合を経ると、世間話から家族
の話し、キャリアに至るまで幅広いトピックに関して意見交換をする
ことを好みます。初対面が過ぎると、ポーランド人はより個人的なア
プローチを好みます。ビジネスについての会話が終わった後で、何
か他の話題についての会話をすることで、近づきになることが出来
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ます。ポーランドではお互いにどのように呼び合うかの決まりは特に
ありませんが、初対面では、相手の役職名を使うか、Mr.やMs.（ポー
ランド語では夫々、Pan, Pani）の後に苗字か名前を付けて呼ぶのが
一般的です。ホスト側の流儀に従うのが良いでしょう。2、3回の会合
を重ねた後には、お互いのファーストネームで呼び合うことが歓迎さ
れます。

ポーランド人との交渉ごとには留保や熟考が伴います。交渉の最中
に相手が沈黙することも珍しくはありません。そのような場合、沈黙を
無理に破ろうとせずに、相手の言葉を待つのが得策です。交渉では
形式よりも内容が重視されます。また、辛抱強くなることも必要かもし
れません。ポーランドでは一般的に言って、意思決定に至るまでには
米国やドイツと比べて、より長い時間を要します。ビジネスが成立す
るまでに数回の会合を持つこともしばしばです。

ポーランド人の中には、自らの過失に付いてこれを謝罪するという意
識が薄い方も時折見受けられます。これは、自らの権利主張を人前
で堂々と陳述する事が当国において重視されている事情とも関連し
ているかもしれません。このような場合には、無理に謝罪の言葉を求
めようとせず、粘り強く話し合いを継続しながら、お互いの意思疎通
を図ることが効果的です。

さて、ポーランド人は100年以上に渡る亡国の期間を経てなお、自国
語であるポーランド語を維持し得たことに対して、強い自負の念を持
っています。カタコトでも構いません。外国人が少しでもポーランド語
を使えば、相手の顔に笑みが浮かぶことでしょう。

最後に、レディーファーストについて。ポーランドではレディーファー
ストがかなり徹底しています。ビルの中では、全ての女性が通り過ぎ
るまで男性がドアを開けておくのが礼儀です。女性が自分でドアを開
けた場合には、男性はドアを開ける努力をしたように振舞っておきま
す。男性が車を運転する際には女性のためにドアを開け、タクシー等
に乗車する際には、女性を先に通します。

ビジネス上の贈答品について
ポーランドでは、とりわけ、最初の契約を結んだ際やビジネスパート
ナーの帰任の際など、ビジネスの節目となる時点で贈答を行う習慣
があります。最も喜ばれるのは、日本からの土産物です。日本や日
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本の地方を紹介した本なども喜ばれます。この他には高級文房具な
どが一般的な贈答品です。ただし、あまりに高価な贈答品は避けた
ほうが良いでしょう。最高でも200ユーロ以下に贈答品価格を抑えて
おくのが安全です。
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コンタクト先情報

大使館連絡先 

駐ポーランド日本国大使館
ul. Szwoleżerów 8 
00-464 Warsaw
Tel: +48 22 696 50 00 
Fax: +48 22 696 50 01
www.pl.emb-japan.go.jp
月～金曜までの8:30～17:00まで開館（日本・ポーランドの祝祭日除く）

駐日ポーランド共和国大使館
東京都目黒区三田2-13-5
Tel: +03 5794 7020 
Fax: +03 5794 7024
www.tokio.polemb.net

緊急時連絡先
救急車－999（ポーランド全土のどこからでも）
警察－997 （ポーランド全土のどこからでも）
消防署－998（ポーランド全土のどこからでも）
緊急電話番号－112（全EU加盟国共通の緊急電話番号。各都市の
緊急電話対応課が出る）
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ポーランド語ミニ辞典

基本表現
こんにちは – Dzień dobry   

（ジェン・ドブリィ）
やあ（くだけた挨拶）– Cześć  

（チェーシチ）
こんばんは – Dobry wieczór  

（ドブリィ・ヴェーチュル）
おやすみなさい– Dobranoc  

（ドブラーノツ）
さようなら– Do widzenia  

（ド・ヴィゼーニャ）
はじめまして– Miło mi （ミウォ・ミ）
すいません（呼びかけ時も謝罪

時も）– Przepraszam （プシェ
プラシャム）

はい– Tak （タク）
いいえ– Nie （ニェ）
どうぞ– Proszę （プロシェ）
ありがとう– Dziękuję （ジェンク

ーイェ）
ポーランド語がわかりません– 

Nie rozumiem po polsku （ニ
ェ・ロズーミェ・ポ・ポルスク）

英語でお願いします- Poproszę 
po angielsku （ポプロシェ・ポ・
アンギェルスク）

いくら？– Ile? （イレ？）
高い／安い– Drogo/Tanio （ドロ

ーゴ／ターニョ）
何？– Co? （ツォ？）
○○をさがしています– 

Szukam…… （シュカム……）

単語集

	 鉄道駅にて

駅– dworzec （ドヴォジェツ） 
切符– bilet （ビレット） 
予約- rezerwacja （レゼルヴァー

ツィア）
一等車– pierwsza klasa （ピェル

フシャ・クラサ） 
喫煙– dla palących （ドラ・パロン

ツィフ）
禁煙– dla niepalących （ドラ・ニェ

パロンツィフ）
座席– miejsce （ミェイスツェ） 
客車– wagon （ヴァゴン） 
到着– przyjazd （プシヤーズド）
出発– odjazd （オドヤーズド） 
プラットフォーム– peron （ペロン） 
時刻表– rozkład jazdy （ロスクワ

ッド・ヤズディ） 
電車– pociąg （ポチョング） 
特急– ekspres （エクスプレス） 
急行– pośpieszny （ポシピェー

シネ） 
遅延– opóźnienie （オプジニェー

ニェ）

	 スーパーマーケットにて

買い物かご– koszyk （コシク）  
米– ryż （リーシ） 

醤油– sos sojowy （ソス・ソヨー
ヴィ） 

魚– ryby （リィーベ） 
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キャッシャー– kasa （カサ）
特価- promocja/przecena （プロ

モーツィア／プシェツェーナ）    
クレジットカードで– kartą （カル

トン）

	 方向

左– w lewo （フ・レヴォ）
右– w prawo （フ・プラーヴォ） 
まっすぐ– prosto （プロスト） 
帰路– powrót （ポフルト）

	 薬局

薬局- apteka （アプテカ） 
薬– lek （レク） 
処方箋– recepta （レツェプトゥ

ーラ）
のどの痛み– ból gardła （ブウ・

ガルドワ）
腹痛– ból brzucha （ブウ・ブジュ

ーハ） 
頭痛– ból głowy （ブウ・グウォ

ーヴェ） 
風邪– przeziębienie （プシェジェ

ンビェーニェ） 
痛み止め– lek przeciwbólowy  

（レク・プシェチフブウォーヴェ）

	 銀行にて

口座開設– założenie konta （ザ
ウォジェーニェ・コンタ）

ATM– bankomat （バンコマト）
出金– wypłacanie pieniędzy  

（ヴィプワツァーニェ ・ピェニェ
ンゼ） 

送金– przelew pieniędzy （プシェ
レフ・ピェニェンゼ） 

定期預金– lokata （ロカータ） 
銀行与信– kredyt （クレディト）  

	 病院にて

病院－ szpital （シピタル）
救急車– karetka （カレトカ）
外科手術– zabieg （ザビェグ） 
医者– lekarz （レカシ） 
看護婦– pielęgniarka （ピェレング

ニャルカ） 
内科医– internista （インテルニ

スタ） 
歯医者– stomatolog （ストマトロ

グ） 

	 自動車事故／警察

事故– wypadek （ヴィパーデク） 
強制保険– O.C. （オー・ツェー）
任意保険- A.C. （アー・ツェー） 
警察– policja （ポリツィア）  
目撃者– świadek （シフャーデク）
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ポーランド情報・外国投資庁（PAIiIZ）

ポーランド情報・外国投資庁（PAIiIZ）は、ポーランドへの外国直接投
資の流入額を増大させると同時に、ポーランドという国のイメージを国
外で高めていくことを目的に設立されました。PAIiIZの重要な任務の
ひとつには、ポーランドへ世界的な多国籍企業の誘致を行う事が挙
げられます。

PAIiIZでは、投資家の皆様と直に対話を行うことを重視しています。
投資家の皆様に対しまして、投資プロジェクトの実現に当たり不可欠
となる法務上また行政手続き上の情報のご提供を差し上げておりま
す。さらに、私どもでは、お客様が、ポーランドでの投資パートナー、
下請け業者などをお探しの際や投資立地をお探しの際にもご支援を
申し上げております。PAIiIZの関与により、2009年中には総額で8億
8,700万ユーロ相当（9,700人の新規雇用）に上る36件の投資プロジェ
クトが実現しました。

私どもでは各種セミナーの実施、外国報道陣の受け入れの調整など
も行うほか、ポーランドとポーランド経済に関する多くの出版物、記事
の執筆活動も行っております。また、各地方に即した投資情報、各地
方に特有の経済事情を紹介する目的で各地方に設置いたしました
地方投資家サービスセンター（COI）は、地方自治体と投資家の皆様
との間の距離をぐっと縮めることに貢献しています。

私どもでは、外国人投資家の皆様に対するサービスに加え、ポーラ
ンド企業の国外展開の支援を行うと同時にポーランド製品の国外で
の振興も盛んに行っており、世界中のあらゆる地域で、ポーランド製
品の宣伝イベントを開催しております。

今後とも、より多くの外資による投資プロジェクトがポーランドで実現
し、同時に、ポーランド企業の国際展開が加速度的に推進されて行く
ことが、私どもの目指すところであります。
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ポーランド情報・外国投資庁（PAIiIZ）の連絡先は以下の通りです。

ul. Bagatela 12
00-585 Warszawa
Tel.: +48 22 334 98 00
Fax: +48 22 334 99 99

広報・IR課: +48 22 334 98 48
外国人投資家課: +48 22 334 98 75
地域協力課: +48 22 334 98 72
経済振興課: +48 22 334 99 26
経済情報課: +48 22 334 99 80

総合Eメールアドレス: post@paiz.gov.pl
投資家向けEメールアドレス: invest@paiz.gov.pl

www.paiz.gov.pl
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ドマニスキ・ザクシェフスキ・パリンカ法律事務所（DZP）

ドマニスキ・ザクシェフスキ・パリンカ法律事務所は、1993年にワルシ
ャワにて創設されたポーランド最大の法律事務所です。現在、私ども
が頂いております評価とブランドとは、過去15年以上に渡るお客様と
のリレーションの中から培われたものであると自負しております。

140名以上の弁護士が、ワルシャワ本部を始め、ポズナン、ヴロツワ
フ、トルン、ウッジの各地方拠点から皆様に法務サービスを差し上げ
ております。当事務所ではあらゆるタイプの法務サービスに対応して
おり、比較的にシンプルな法務行為から複雑で長期間にわたる法務
プロジェクトにまで及んでいます。当事務所のサービスがほかと一線
を画しておりますのは、私どもがポーランドのビジネス環境について
熟知し、お客様のビジネスニーズを汲みつつ法務サービスをご提供
できる点にあります。

当事務所では外資系企業、ポーランド企業の別を問わず、国境を跨
いだ高度な法務サービスを行っております。当事務所のお客様の操
業ステージも多岐に渡り、創業間近の企業、中小企業、多国籍企業
およびそのポーランド子会社など様々であり、ポーランド進出から一
貫して当事務所が法務サポートを差し上げているお客様が多くいらっ
しゃいます。当事務所のクライアント様の事業分野も自動車、電子機
器、食品、機械、金融機関、建設、航空、不動産、通信と非常に多岐
にわたっています。

当事務所はポーランド最大の独立系事務所として、世界各国の法律
事務所とも連携ネットワークを有しています。各国の法律事務所との
協力が不可欠である国際間の法務マターに付きましても、日系企業
を含む外資系企業の案件を多く扱っております。当事務所では、日
本語、中国語、ドイツ語、スペイン語、ポルトガル語、イタリア語を母
語とするスペシャリスト集団が勤務しており、各国からのお客様の利
便性向上を図っております。更に、当事務所では英語、ドイツ語、フラ
ンス語、ロシア語に堪能な弁護士も勤務しております。

当事務所の各オフィス連絡先は以下の通りです。
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ワルシャワ

Rondo ONZ 1 
00-124 Warszawa
Tel.: +48 22 557 76 00
Fax: +48 22 557 76 01
Email: dzp@dzp.pl
www.dzp.pl

ポズナン
ul. Paderewskiego 8
61-770 Poznań 
Tel.: +48 61 642 49 00 
Fax: +48 61 642 49 50 

ヴロツワフ
ul. Powstańców Śląskich 2-4
53-333 Wrocław
Tel: +48 71 712 47 00 
Fax: +48 71 712 47 50

トルン
Szosa Chełmińska 17
87-100 Toruń
Tel: +48 56 622 00 53
Fax: +48 56 621 95 83

ウッジ 
ul. Traugutta 25
90-113 Łódź
Tel. +48 42 637 25 80
Fax.+48 42 637 30 13










	ポーランド — 生活とビジネスのための好適地
	目次
	はじめに
	ポーランド一般情報
	ポーランドの投資環境
	1.1. 入国手続き
	シェンゲンビザ

	初めてのポーランド
	ポーランドでの就労を目的とした長期ビザ
	期限付き居住許可
	ポーランド国内で適用されるEU長期滞在許可
	定住許可
	有効なビザを所持する第三国人のポーランド入国条件
	ポーランドからの外国人の国外退去
	1.2. 住民登録(zameldowanie)の義務
	1.3. ポーランドの通貨と両替
	1.4. 時間帯と気候
	1.5. 主要な祝日
	2.1. 電話・通信サービス
	固定電話
	携帯電話
	インターネット

	ポーランドの住環境
	2.2. 交通手段
	電車
	タクシー
	バス
	市内公共交通
	自動車の運転について
	2.3. 運転免許の切り替えとレンタカーサービス
	レンタカーサービス
	2.4. 不動産の賃貸と購入
	2.5. 個人向け銀行サービス
	2.6. 外国人とポーランド人との間の婚姻
	婚姻時に外国人によって追加的に提出される書類
	民法に則った宗教上の結婚の手続き
	2.7. 外国人とポーランド人との間に出生した子供の登録
	子供へのポーランド国籍の付与
	2.8. 社会保険と医療サービス
	2.9. 教育事情
	2.10. 食事について
	2.11. 娯楽

	ポーランドのビジネス環境
	3.1. 就労許可
	労働契約に関する一般的な事項
	3.2. 会社形態
	法人格のない事業組合（事業パートナーシップ）
	法人格のある事業会社
	3.3. 事業会社の設立手続き
	3.4. その他の形態の経済活動（支店、駐在員事務所等）
	3.5. 法人向け銀行サービス
	3.6. 税制
	法人所得税
	個人所得税
	VAT（付加価値税）
	物品税
	3.7. 投資インセンティブについて
	ポーランドにおける投資インセンティブ制度
	地域支援
	EU基金からの財政支援
	経済特区における法人税減免
	多年間支援プログラム（MASP）
	固定資産税の減免
	水平支援
	雇用創出目的の水平支援
	職能訓練目的の水平支援
	EU構造基金からの研究開発費支援目的の水平支援
	3.8. 建設のフロー
	建設工事契約
	建設許可の取得
	3.9. 会社用事務用品の調達（名刺等）
	面会の約束
	ポーランド人気質

	ポーランドのビジネス慣行、ポーランド人の気質について
	ビジネス上の贈答品について

	コンタクト先情報
	大使館連絡先 
	緊急時連絡先

	ポーランド語ミニ辞典
	基本表現
	単語集

	ポーランド情報・外国投資庁（PAIiIZ）
	ドマニスキ・ザクシェフスキ・パリンカ法律事務所（DZP）
	ワルシャワ


